
該当事項はありません。 

  

１．連結の範囲に関する事項 

 
主要な連結子会社の名称 

CAPCOM U.S.A.,INC. 

株式会社カプトロン 

CE EUROPE LTD. 

CAPCOM ASIA CO.,LTD. 

CAPCOM GAME STUDIO VANCOUVER,INC. 

CAPCOM ENTERTAINMENT KOREA CO.,LTD. 

株式会社エンターライズ 

CAPCOM ENTERTAINMENT FRANCE SAS 

CEG INTERACTIVE ENTERTAINMENT GmbH 

株式会社ケーツー 

BEELINE INTERACTIVE,INC. 

BEELINE INTERACTIVE CANADA,INC. 

BEELINE INTERACTIVE EUROPE LTD.  

株式会社ビーライン・インタラクティブ・ジャパン  

  

このうち、BEELINE INTERACTIVE EUROPE LTD.および株式会社ビーライン・インタラクティブ・ジ

ャパンについては、当連結会計年度において新たに設立したことにより、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。 

なお、CAPCOM ENTERTAINMENT,INC.については、当連結会計年度においてCAPCOM U.S.A.,INC.を存

続会社として吸収合併したことにより、連結の範囲から除外しております。 

また、CAPCOM INTERACTIVE,INC.はBEELINE INTERACTIVE,INC.に、CAPCOM INTERACTIVE 

CANADA,INC.はBEELINE INTERACTIVE CANADA,INC.に商号を変更しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

 
STREET FIGHTER FILM,LLC 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

連結子会社の数 14社

持分法適用関連会社の数 １社
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３．会計処理基準に関する事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

ａ 有価証券 

その他有価証券 

 
ｂ 商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品 

主として移動平均法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

ｃ ゲームソフト仕掛品 

ゲームソフトの開発費用(コンテンツ部分およびコンテンツと不可分のソフトウエア部分)は、個

別法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ａ 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法を採用しております。ただ

し、在外連結子会社については一部の子会社を除き定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 
ｂ 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年）に基づ

く定額法、オンラインコンテンツにつきましては見積サービス提供期間（２～３年）に基づく定額

法を採用しております。 

ｃ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。ただし、リース

契約上に残価保証の取決めのある場合においては、当該残価保証額を残存価額としております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のものについては、従来どおりの賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

ａ 貸倒引当金 

売上債権および貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

ｂ 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、当連結会計年度末までに支給額が確定していない従業

員賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。 

時価のあるもの： 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算

定)

時価のないもの： 総平均法に基づく原価法

建物及び構築物 ３～50年

アミューズメント施設機器 ３～20年

㈱カプコン（9697）　平成24年３月期　決算短信

18



  
ｃ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異(552百万円)については、15年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(８～９年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

ｄ 返品調整引当金 

決算期末日後予想される返品による損失に備えるため、過去の返品実績等に基づき、計上してお

ります。 

(ニ)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんについては、発生の実態に基づいて償却期間を見積り、４年で均等償却しております。なお、

金額の重要性が乏しいものについては一括償却しております。 

(ホ)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の短期借入金に係る収支は、総額

表示としておりましたが、キャッシュ・フローの状況をより適切に表示するため、当連結会計年度より

「短期借入金の純増減額」と純額表示に変更しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度のキャッシュ・フロー計算書において、総額表示されていた「財務活動に

よるキャッシュ・フロー」の短期借入金に係る収支は、「短期借入金の純増減額」△12,500百万円とし

て組替えております。 

  

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適

用しております。 

  

（７）表示方法の変更

（８）追加情報
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※１  

 
(減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。) 

  

※２ 担保資産 

(1) 担保に供している資産 

 
(2) 担保提供資産に対応する債務 

 
  

※３ 関連会社の株式等 

 
  

※４  期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行

われたものとして処理しております。 

 
  

５ 当社は、効率的かつ安定した資金調達や、資金効率の向上、財務基盤の改善を図ることを目的とし

て、貸出コミットメント契約を締結しております。 

当連結会計年度末における借入未実行残高は次のとおりであります。 

 
  

（９）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 16,688百万円 16,712百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

建物 4,285百万円 3,817百万円

土地 3,902百万円 3,314百万円

計 8,187百万円 7,131百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

短期借入金 ―百万円 260百万円

１年内返済予定の長期借入金 
(流動負債の「短期借入金」)

700百万円 490百万円

長期借入金 630百万円 140百万円

計 1,330百万円 890百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

投資有価証券 0百万円 ―百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

受取手形 ―百万円 1百万円

支払手形 ―百万円 41百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

契約の総額 26,500百万円 26,500百万円

借入実行残高 ―百万円 6,500百万円

差引未実行残高 26,500百万円 20,000百万円
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※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次のとおりであります。 

 
  

※２ 固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。 

 
  

※３  

 
  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

広告宣伝費 5,622百万円 4,105百万円

販売促進費 1,576百万円 1,601百万円

給料・賞与等 4,431百万円 4,589百万円

減価償却費 867百万円 795百万円

賞与引当金繰入額 1,275百万円 848百万円

支払手数料 1,382百万円 1,055百万円

研究開発費 2,924百万円 2,236百万円

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物及び構築物 4百万円 33百万円

工具、器具及び備品 13百万円 11百万円

アミューズメント施設機器 71百万円 5百万円

土地 ―百万円 117百万円

その他 4百万円 153百万円

計 95百万円 321百万円

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

一般管理費に含まれる研究開発費 2,924百万円 2,236百万円
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※４ 減損損失 

    当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
当社グループは、事業に供している資産のうちオンラインゲーム用コンテンツ、賃貸用資産、遊休

資産および処分予定資産を個別単位にグルーピングを行い、その他の事業用資産を事業セグメントに

基づきグルーピングを行っております。 

処分予定資産は、営業方針を変更し処分の決定をしたことから、収益性の低下により該当資産の帳

簿価額の回収が見込まれないため、減損損失を計上いたしました。 

処分予定資産については、除却を予定しており、回収可能価額を零として算定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
 当社グループは、事業に供している資産のうちオンラインゲーム用コンテンツ、賃貸用資産、遊休

資産および処分予定資産を個別単位にグルーピングを行い、その他の事業用資産を事業セグメントに

基づきグルーピングを行っております。 

処分予定資産は、営業方針を変更し処分の決定をしたことから、収益性の低下により該当資産の帳

簿価額の回収が見込まれないため、減損損失を計上いたしました。 

処分予定資産のうち、売却を予定しているものについては、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額

をもとに算定した正味売却価額を回収可能価額としております。除却を予定しているものについて

は、回収可能価額を零としております。 

  

※５ 事業再編損 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

各事業の収益性を検討したことにより、オンライン関連事業等につきまして、開発体制等を見直し

保有資産を厳格に評価したことによって発生した費用であります。 

  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

用途 場所 種類
金額

（百万円）

処分予定資産 奈良県桜井市等
アミューズメント
施設機器

149

用途 場所 種類
金額

（百万円）

処分予定資産 静岡県静岡市 土地 37

建物及び構築物 23

アミューズメント
施設機器等

18
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

※ その他の包括利益に係る組替調整額および税効果額 

 
  

(連結包括利益計算書関係)

その他有価証券評価差額金

 当期発生額 18百万円

 組替調整額 △8百万円

  税効果調整前 9百万円

  税効果額 ―百万円

  その他有価証券評価差額金 9百万円

為替換算調整勘定

 当期発生額 △344百万円

その他の包括利益合計 △334百万円
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前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

   
当連結会計年度においては、増減はありません。 

  

２．自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        1千株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 67,723 ― ― 67,723

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 8,636 1 0 8,637

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月18日 
定時株主総会

普通株式 1,181 20 平成22年３月31日 平成22年６月21日

平成22年10月28日 
取締役会

普通株式 886 15 平成22年９月30日 平成22年11月19日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月17日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,477 25 平成23年３月31日 平成23年６月20日
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当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

   
当連結会計年度においては、増減はありません。 

  

２．自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 自己株式の買付による増加         1,500千株 

 単元未満株式の買取りによる増加        1千株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 67,723 ― ― 67,723

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 8,637 1,501 0 10,138

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月17日 
定時株主総会

普通株式 1,477 25 平成23年３月31日 平成23年６月20日

平成23年10月26日 
取締役会

普通株式 863 15 平成23年９月30日 平成23年11月17日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月15日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,439 25 平成24年３月31日 平成24年６月18日
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※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
  

 ２ 重要な非資金取引の内容 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 35,011百万円 24,752百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

―百万円 △2,465百万円

現金及び現金同等物 35,011百万円 22,287百万円

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

ファイナンス・リース取引に 
係る資産の額

590百万円 321百万円
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
連結貸借対照表との関係は以下のとおりであります。 

 
  

(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

(繰延税金資産)

貸倒引当金 233百万円 14百万円

賞与引当金 835百万円 754百万円

退職給付引当金 559百万円 534百万円

役員退職慰労金 166百万円 141百万円

たな卸資産 2,947百万円 2,247百万円

前払費用 273百万円 118百万円

連結子会社の繰越欠損金等 416百万円 252百万円

関係会社株式 224百万円 196百万円

減価償却費 84百万円 117百万円

減損損失 140百万円 108百万円

前受収益 555百万円 440百万円

その他 1,612百万円 1,565百万円

小計 8,051百万円 6,491百万円

評価性引当金額 △1,262百万円 △1,200百万円

繰延税金資産の合計額 6,789百万円 5,291百万円

(繰延税金負債)

在外子会社たな卸資産 △629百万円 △367百万円

その他 △62百万円 △9百万円

繰延税金負債の合計 △692百万円 △377百万円

差引:繰延税金資産の純額 6,097百万円 4,914百万円

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

流動資産―繰延税金資産 5,210百万円 4,239百万円

固定資産―繰延税金資産 1,150百万円 908百万円

流動負債―繰延税金負債 △30百万円 △7百万円

固定負債―繰延税金負債 △232百万円 △225百万円

合計 6,097百万円 4,914百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 
(注) 当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。 

  

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律および東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月

２日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算(ただし、平成

24年４月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.6％から、回

収または支払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは37.9％、平成27年

４月１日以降のものについては35.5％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が312百万円減少し、当連結会計

年度に計上された法人税等調整額が312百万円増加しております。 

  

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度 
(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.6％ ―

(調整)

評価性引当金額の増減に係る項目 △13.1％ ―

法人税等税額控除 0.5％ ―

のれん償却額 0.9％ ―

海外連結子会社の適用税率差 △1.2％ ―

交際費等の永久差異 0.7％ ―

留保利益の税効果 0.4％ ―

連結上の消去等に係る項目 0.4％ ―

その他 △0.9％ ―

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

28.3％ ―
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